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本学の研究成果を特許として適切に権利化し、管理しています。また、特許取得に向けた
研究戦略や技術移転についての相談に随時対応しています。他大学、他機関との研究試料
の提供に必要なＭＴＡ契約の締結を支援しています。 

 
[知財教育] 
大学院生をはじめとする医学研究者や地域医療従事者を対象とした知財教育を実施してお
ります。受講者の多様なニーズ・意欲に対応したコース設定で、基礎知識から技術移転の
実務までの内容となっております。また、地域医療従事者に向け知財教育のe-Learning 配
信を行っております。 

[橋渡し研究支援] 
本学、北海道大学及び旭川医科大学が連携して取り組んでいる「オール北海道先進医学・
医療拠点形成」等の橋渡し研究を支援しております。 

 
産学・地域連携グループ 
[科学研究費補助金／国費／民間財団助成金] 
学内教職員に向け、研究費獲得のための公募情報をセンター通信やホームページでいち早
くお知らせしております。また、申請書作成レクチャーや公募要領説明会の実施や、日々
の研究費の経理事務を通じて研究者を支援しております。 

[寄附講座／特設講座] 
産学連携の推進や奨学を目的とする企業からの寄附金や北海道などからの資金提供を基
に、札幌医科大学に講座を開設することができ、センターでは寄附講座及び特設講座の受
入や経理事務を行っております。 

[共同研究／受託研究] 
道内外のネットワークを持つ産学官連携コーディネーターが中心となり、本学の研究シー
ズを国内外の研究者・研究機関に紹介し、技術相談などの企画を行い、共同研究・受託研
究の推進を図っております。また、共同研究・受託研究の受け入れから契約書の締結、経
理事務などを一括して支援します。 

[大学間・地域連携] 
他大学・機関及び地域と連携し、教育研究・産学連携の推進を支援いたします。これまで
に、小樽商科大学、北海道医療大学、室蘭工業大学、はこだて未来大学、ノーステック財
団、別海町、早稲田大学スポーツ科学学術院、全日本スキー連盟と連携協定を締結してお
ります。 

 
寄附金グループ 
[寄附金] 
本学への寄附金は、本学の医学教育・学術研究の発展、充実に役立てております。また、
本学教員・研究者に対する教育研究、海外派遣受入、短期留学、国際医学交流助成、公開
講座開催等の学術振興助成事業も行っております。 
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（平成 23年 3月末現在） 

所      長 三 高 俊 広 

参 事 兼 副 所 長 原   浩 司 

副所長・弁理士（医学部衛生学講座 准教授） 石 埜 正 穂 

産
学
・
地
域
連
携
部
門 

産学・地域連携 
グループ 

主  査 桂 川   聖 

主  事 菱 沼 玲 美 

（他：スタッフ等１０名） 

寄附金 
グループ 

総括専門員 山 下 秀 子 

（他：スタッフ等 ５名） 

知
的
財
産
管
理
部
門 

知的財産 
グループ 

主  査 村 田 高 志 

主  任 津 田 明 子 

シニアスタッフ 古 閑 直 行 

（他：スタッフ等 ２名） 

橋渡し研究支援 
特任助教 小野寺 理 恵 

主  事 島 田 圭 規 

産学官連携コーディネーター・特任講師 佐 藤   準 

所 
 

長 

参 事 兼 
副 所 長 

副 所 長 

産学・地域連携部門 
  産学・地域連携グループ  専任職員  ２名 
  寄附金グループ      専門員   １名 

知的財産管理部門      専任職員  ３名 
               特任助教  １名 

産学官連携コーディネーター（特任講師） １名 
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（３） 平成22年度 活動の記録 
 

日  時 内    容 

6月 20日 

日本知財学会 第 8回年次学術研究発表会（東京都） 

「医学系大学産学連携ネットワークの立ち上げ」 

石埜副所長がモデレータを行う 

8月 1日 オホーツク医療環境研究講座 開設 

9月 1日 道民医療推進学講座、南檜山周産期環境研究講座 開設 

9月 25日 

UNITT2010 第 7回産学連携実務者ネットワーキング（東京都） 

「ライフサイエンス研究成果の権利化・活用と問題点」 

  石埜副所長がモデレータを行う 

9月 28日 平成 23年度科学研究費補助金公募要領等説明会 開催 

9月 28日 平成 23年度科学研究費補助金申請書作成レクチャー（第1回）開催 

9月 29日～10月 1日 イノベーション・ジャパン2010 大学見本市 出展（東京都） 

10月 6日 平成 23年度科学研究費補助金申請書作成レクチャー（第2回）開催 

11月 11・12日 
第 24回北海道技術・ビジネス交流会「ビジネスEXPO」出展 

（アクセスサッポロ） 

12月 3日 

北海道バイオ産業クラスター・フォーラム 

平成 22年度第 3回技術シーズ公開会 ～医薬・医療関連技術～ 後援 

本学教員 4名が研究発表  （札幌アスペンホテル） 

12月 9日 六医科大学合同新技術説明会 開催（東京都） 

12月 16日 知的財産教育講義「技術移転の実際～実用化を目指した特許の橋渡し～」

12月 21日 

北海道医療産業研究会 第 1回セミナー 

「医療関連ニーズ発掘のポイントを探る」 開催 

（小樽商科大学 札幌サテライト大講義室） 

2月 24日 

知的財産教育講義 

「アメリカの薬剤開発における 

バイオベンチャーの役割とケーススタディ」 

3月 8日 

医工連携人材育成セミナー 

「医療・介護・福祉関連の用具・機器開発の事例を学ぶ」開催 

（会議・研修施設ＡＣＵ） 

3月 14日 

北海道医療産業研究会 第 2回セミナー 

「医療関連ニーズ発掘のポイントを探る」 開催 

（小樽商科大学 札幌サテライト中講義室） 
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（１） 知的財産活用委員会 

（２） 発明審査会 

（３） ヒトゲノム・遺伝子解析研究審査委員会 

（４） 遺伝子組換え実験安全委員会 

（５） 指定実験室管理運営委員会 

（６） 利益相反管理委員会 

（７） 産学・地域連携センター運営委員会 

（１） 北海道臨床開発機構運営委員会 

（２） 知的クラスター本部会議 

（３） 知的クラスター創成戦略会議 

（４） 研究開発推進委員会 

（５） 北海道バイオ産業振興戦略会議 
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● 産学連携活動に係る札幌医科大学利益相反ポリシー 

● 札幌医科大学産学連携ポリシー 

● 札幌医科大学地域連携ポリシー 

● 札幌医科大学における知的財産の扱いについての基本的な考え方 
（札幌医科大学知的財産ポリシー） 
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平成19年4月1日 
 

地域医療への貢献と並び、医学医療に係る真理探究活動を通じた研究成果の社会的還元は、これ
までも医科系総合大学としての本学にとって本質的な価値の一つとされてきたが、今日においては、
その研究成果の迅速かつ実効的な移転を図るための産学連携への取組の強化が、各大学に対し、一
層強く求められる時代となってきている。 
一方、研究成果の自由な公表やその社会的な共有を原則とする大学と、獲得する利益の源泉が営

業上の秘密にあるとされる企業等とが共同で事業を行う仕組みである産学連携を推し進めることは、
不可避的に、社会公共や大学の利益と本学所属の教職員の個人的な利益などとの衝突をもたらすお
それが強い。 
これらの異なる利益の衝突を調整することなく放置し、その責任を個々の教職員に委ねておくこ

とは、社会に対する大学の説明責任の懈怠というだけではなく、産学連携活動に従事する教職員に
とっても社会の直接的な批判に晒されるなどの負担が研究活動の支障ともなり、ひいては創設以来
培われてきた本学のインテグリティー（大学としてのあるべき姿又はそれに対する社会の信頼）そ
のものを喪失させるおそれすらある。 
このため、本学においては、利益相反事態に適切に対処することにより、教職員の責任・負担を

軽減させ、その研究環境の整備を図るとともに、本学としてのインテグリティーを保持しつつ産学
連携体制の一層の強化を図るため、利益相反に関する基本的な指針を定めるものである。 

(1) 利益相反 
本学教職員が産学連携活動によって特定の企業等から得る利益又は企業等に対し負担する責任と

教育、研究という大学における責任が相反している場合、及び本学が産学連携活動によって得る利
益と大学自体が社会に対して負担する責任が相反している場合、その他これに類する場合をいう。 
(2) 産学連携 
企業との共同研究や受託研究などの他、企業へのコンサルティングなど本学やその教職員が有す

る研究成果・特許等を企業等に移転するための取組みをいう。 

(1) 治験研究の適用除外 
厚生労働省令（ＧＣＰ）の適用を受ける治験に係る臨床研究については、このポリシーを適用し

ない。 
(2) 適用される教職員の範囲 
① 本ポリシーの対象者は、本学と雇用関係にある常勤・非常勤の教職員とする。 
② 訪問研究員や客員教授などの外部研究者及び学生・研究生等については、必要な範囲内でポリシ
ーを準用する。 

(1) 大学事業主体の原則 
本学教職員の産学連携活動は、できる限り、大学を事業実施主体とした取組みの中で行うものと

する。 
(2) 大学への開示原則 
本学教職員の産学連携活動については、大学に対し、事前に、その活動に係る関係情報を開示す

るものとする。 
(3) 公明性・透明性の確保原則 
本学教職員の産学連携活動に係る大学の承認手続きや情報の開示手続き等については、十分な透
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明性と公明性を確保するものとする。 
(4) 公共の利益、大学の利益優先の原則 
産学連携活動によってもたらされる研究者個人の利益が、公共の利益又は大学の利益と相反する

場合、又は大学の利益が公共の利益又は大学のインテグリティーと相反する場合には、それぞれ後
者を優先させるものとする。 
(5) 排除の原則 
大学又はその機関が教職員の産学連携活動の相手方に関係する意思決定を行う場合には、原則と

して、その教職員は当該決定手続きから排除されるものとする。 
(6) 責任比例の原則 
産学連携活動についての承認・情報開示等の制約基準は、大学における当該教職員の地位に応じ

て重いものとなるものとする。 

利益相反事態に具体的に対処するため、上記基本原則を踏まえ、教職員の届け出の範囲や利益相
反事態を管理する組織（相談体制の整備を含む）、体制の検証方法、外部への情報公開の方法など
についてマネジメントするための規程を、別途策定するものとする。なお、規程の策定に当たって
は、学生等の学習の権利や研究者の研究の自由を不当に侵害しないよう十分な配慮と、とりわけ臨
床研究に係る産学連携活動については、倫理上及び被験者の個人情報保護上特別の配慮が求められ
る。 



 

 14

平成19年4月1日 
 

本学は昭和25年に道立の医科系大学として創立されて以来、世界水準の研究業績の蓄積とその社会
的還元に努めてきたが、今日においては、その取組みの一層の強化が求められてきている。 
このため、本学は、地域での診療従事以外の分野においても、地域や企業・団体との連携を強化す

るため、医科系大学として道民の保健、医療、福祉の向上に貢献する「優れた研究成果の創出」とその
「迅速かつ実効的な技術移転」、及び関係者にとって「使い勝手の良い仕組みの創設」を基本理念とし
て、このポリシーを策定する。 

本学における産学連携・地域連携を推進するため、産学・地域連携センターを設置し、次のよう
な機能を整備する。 
① 総合窓口機能の集約と強化 
② 専門職人材の確保 
③ 学内事務手続き支援や関係者への相談体制の整備 
④ センター機能の充実を図るための財源の確保 
⑤ 受託事業や包括提携など使い勝手の良い連携手法の整備 

他の分野に比し困難性が多いバイオ・医療・福祉分野の研究成果を迅速に技術移転するため、次
のような取組みを行う。 
① 早期技術移転を可能とする専門職人材の育成とアウトソーシング手法などの導入 
② 研究者情報や研究シーズなどの研究情報の収集・管理と積極的・効果的な情報発信 
③ 外部研究員制度等の拡充・整備 
④ 本学が取扱った事例を事後検証し、フィードバックできるシステムの創出 

独創性ある研究を促進するため、次のような取組みで研究者を支援する。 
① 研究拠点の整備充実 
② 外部研究資金情報の提供 
③ 外部研究資金獲得のためのコーディネイトや事務手続きの支援 
④ 知的財産の維持・管理 
⑤ 研究者インセンティブを確保する仕組みの整備 
⑥ 円滑な研究推進を図る相談体制の整備 

産学連携への取組みに当たっては、本学関係財団法人や他大学、技術移転支援機関などの関係機
関・関係団体との多様な連携を図りながら進める。 

本学は、平成19年4月以降、公立大学法人化によるメリットを生かし、優先度の高い取組みから進
めていくとともに、大学の運営や産学連携を巡る状況を踏まえ、必要に応じ、本ポリシーの見直し
を行う。 
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平成20年3月10日 
 

本学は、昭和25年に道立の医科系大学として創立されて以来、社会情勢の変化や道民のニーズの多
様化に対し的確に応え、道民が誇れる国際水準の研究を行う大学として、地域の医療、保健、福祉の向
上と充実に多大な貢献を行ってきた。  
本学の公立大学法人としての新たな出発にあたり、建学の精神のもと、地域との多様な連携を進め

るため、本学の先端的領域での基礎および臨床研究に関する情報や成果を広く地域に還元すること、ま
た本学の研究や臨床に関する「知」の集積を活用することにより、地域における将来の様々なニーズに
対応することなどを基本理念として、このポリシーを策定する。 
 

・ 道や道内の市町村の医療・保健・福祉等の政策形成を支援する 
・ 地域ニーズ（健康増進、子育て支援、人材育成等）の収集および調査などを積極的に行う。 
・ 本学の専門的な知識や技術を地域の様々な機関や団体活動に活かせるよう場の設定と拡大を行う。 

・ 本学の研究データや研究成果の活用を図るため、地域住民をはじめ各種メディアに対し積極的な
公表や情報提供を行う。  

・ 地域社会との連携を可能にする組織や制度の充実を図る。 
・ 知的財産の創出、取得、活用の推進のため、組織体制の充実を図る。 
・ 地域連携による成果を活かし、発展させるための組織体制の充実を図る。 

・ 地域連携の取り組みの検証などを踏まえた本ポリシーの見直しを行う。  
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（札幌医科大学知的財産ポリシー） 
平成19年4月1日 

 

本学は、「進取の精神と自由闊達な気風」、「医学・医療の攻究と地域医療への貢献」を建学の
精神として掲げ、開学以来、きわめて意欲的に研究開発に取り組み、世界的にも評価される数多く
の業績によって、知の集積を図ってきた。これらの優れた研究成果は、論文や著作、学会発表など
の形で幅広く社会に開放されてきた。 
しかしながら、大学の研究成果については、単なる発表に終わらせず、知的財産権として保護を

図りながら産業界に適切に移転していくことによってこそ最大限の活用が図られるものである。さ
らに、知的財産立国の実現を目指す政府の「大綱」や知的財産を通じて地域の活性化を図る道の「知
的財産戦略推進方策」の策定・実施などにより、大学には、これまでにもまして、創出された研究
成果の適正な権利化や社会への技術移転が求められている。 
本学においても、平成17年4月の知的財産ポリシー等の制定を契機に、創出された研究成果の権利

化や技術移転の実施について、研究者個人の判断・努力に委ねられてきた状況を見直し、大学によ
る研究者支援や知的財産の創出・管理・活用をはじめている。 
このたび、大学の体制が公立大学法人に移行するに当たり、引き続き次の事項を基本としながら、

新しい体制に相応しい取組みを取り入れることにより、これまでの蓄積や伝統を生かし、本学が世
界に伍する地域共生型の医系総合大学として、一層の発展を遂げられるよう努めるものとする。 
① 優れた研究成果のより一層の集積を図るため、研究環境の整備や、研究成果の権利化及び技術移
転に当たっての研究者個人の負担軽減など「研究者に対する多様な支援」の実現 

② 知の資産の開放という大学に求められている使命を果たし、地域・経済社会の振興・発展を図る
ための「実効性のある技術移転」の実現 

③ これらを効果的に実現するための手段として、大学で創出された「研究成果の機関帰属と大学に
よる一元管理」の実現 

(1) 対象となる者 
このポリシーの対象者は、本学と雇用関係にある教職員とする。なお、学生、研究生、訪問研究

員等、大学との雇用関係にない者については、あらかじめ本学との個別の取り決めを行うことによ
り、教職員等に準じた扱いをできるものとする。 
(2) 対象となる知的財産 
このポリシーの対象となる知的財産は、本学の職務に関連して行った研究成果とする。 
ただし、当面、発明規程の対象とするのは、特許権及び特許を受ける権利（外国法に基づくもの

を含む。）、実用新案権及び実用新案を受ける権利、意匠権及び意匠登録を受ける権利（以下「特
許権等」という。）、成果有体物並びに著作権とする。 

(1) 学長 
学長は、大学の使命と知的財産が大学の管理運営に果たす役割に鑑みて、本学における知的財産

制度が円滑かつ実効的に機能するよう、研究者の支援など必要な措置を講じなければならないもの
とする。 
(2) 教職員 
研究に従事する本学教職員は、その研究に用いる資金・施設等の公共的な性格から、研究成果の

社会還元を常に念頭に置いて研究に取組むものとし、研究成果の公表についても、知的財産の権利
化、活用に配慮するものとする。 
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また、教育、研究、診療などに当たり、他者の知的財産についても尊重する意識を持つものとす
る。 

(1) 帰属原則 
本学の職務に関連して行った研究成果については、原則として、大学に帰属するものとする。 

(2) 管理原則 
本学の職務に関連して行った研究成果の管理については、機動的・実効的な対応ができるよう、

以下に基づき、学長が一元的に行うものとする。 

(1) 研究段階 
教職員は、研究従事の際、研究成果に財産的価値が含まれる可能性があることに配慮するととも

に、知的財産として活用できる可能性がある研究内容については、研究プランニングの段階や研究
成果として公表する事前の段階において、知的財産管理室と意見や情報の交換を行うなど、必要な
支援を受けることができるものとする。 
※研究成果としての公表：論文、学会発表、抄録、研究会での発表、ホームページでの公表など 

(2) 発明の届け出 
本学の職務に関連して発明等（考案及び意匠の創作を含む。以下「発明等」という。）が生じた

ときは、発明者（考案、意匠の創作をした者を含む。以下「発明者等」という。）は速やかに学長
に届け出るものとする。 
この場合、研究成果の公表は、大学において承継しないと決定された場合及び学長の承認を得た

場合を除き、特許等の出願前に行ってはならないものとする。 
(3) 職務発明の認定・承継手続き 
発明等の届出があったときは、学長は、職務発明等の認定及び権利承継の要否を決定するものと

する。この場合、学長は、必要に応じて、発明者等及び学長が設置する委員会（学部長など学長が
指名した者により構成された知的財産活用のための委員会。以下「知的財産活用委員会」という。）
の意見を聴くことができるものとする。なお、権利承継の要否の決定は、公共的観点からみた技術
移転の必要性及び経済的観点からみた技術移転の可能性の有無等に配慮して行うものとする。 
(4) 出願 
大学において承継すると決定した場合には、学長は速やかに特許権、実用新案権、意匠権の出願

を行うものとする。但し、外国出願の場合にあっては、学長は(3)の手続きに準じて、特にその要否
を決定するものとする。 
(5) 審査請求等 
出願を行った発明等に係る審査請求等の要否の決定は、(3)の手続きに準ずる他、技術移転先企業

等による審査請求等に要する費用の負担を加味するものとする。 
(6) 特許権等の維持 
承継した特許権等の維持の要否の決定は、(5)の手続きに準ずるものとする。 

(7) 成果有体物 
成果有体物（試薬、試料、実験動物、化学物質などの研究目的に使用可能で、有形かつ技術的観

点からの付加価値を有するもの）については、成果有体物提供契約（ＭＴＡ）により提供及び取得
することとし、具体的な扱いは、別途定める。 
(8) 著作権 
大学有著作権のうち、大学以外の者に著作物の利用を許諾する場合などの具体的な扱いについて

は、別途定める。 

(1) 特許権等の返還 
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大学において承継しない、又は審査請求等若しくは維持しないと決定された特許権等は、発明者
等に返還する。 
(2) 発明者等への通知 
学長は、(1)の決定がなされたときは、速やかに発明者等に通知するものとする。 

(1) 特許権等ごとの管理計画の策定 
学長は、原則として、承継した特許権等ごとに、技術移転機関等の活用を含めた実用化の方法、

時期、取組みの優先順位等技術移転に関する管理計画を策定するものとする。 
この場合、学長は、必要に応じて、発明者等及び知的財産活用委員会の意見を聴くことができる

ものとする。 
(2) 技術移転契約 
学長は、技術移転の相手方選定に当たっては、その技術の経済的な価値評価等の他技術移転後の

実用化の蓋然性を考慮するものとし、技術移転契約には、原則として、実用化条項と実用化不履行
の場合の契約解消条項を付するものとする。 
なお、相手方が中小企業やベンチャー企業である場合等には、大学の関係規定の範囲内において、

実施料の額や独占実施の許諾など必要な配慮について、検討する。 
(3) 企業等への情報提供 
学長は、研究者や研究内容についてのデータベースの整備を進めるとともに、各種セミナーや展

示会の開催を通じて、本学の知的財産についての情報提供を積極的に進めるものとする。 

大学が得た実施料収入等（処分により大学が収入を得たときを含む。）については、大学の関係
規定に基づき、その一定額を発明者へ、還元する。 
また、研究推進の観点から、発明者の所属する講座・教室等への配分について、配慮する。 

(1) 発明者等は、職務発明の認定1 、特許権等の承継、出願、審査請求等、実施料収入等の配分等に
ついて不服がある場合は、知的財産活用委員会に異議申立てをできるものとする。 

(2) 知的財産活用委員会は、事実の調査及び関係者からの意見聴取を実施の上、申立に対する裁定を
行い、その結果を学長及び申立者に通知するものとする。 

(3) 学長は、知的財産活用委員会の裁定を尊重するものとする。 

(1) インセンティブの確保 
研究の知的営為という特殊性から、研究者のインセンティブを確保するため、8の実施料収入等の

配分のあり方の他、人事評価への反映や褒賞制度について、検討を進めるものとする。 
(2) 研究環境・知財環境の整備 
研究環境を整備するとともに、知財相談や知財セミナーの開催など研究環境・知財環境の整備を

進めるものとする。 

学長を補佐し、円滑かつ効果的な知的財産の管理・活用を進めるに当たり、知的財産管理室を設
け、以下のような業務を担当する。同室には、専門的な知識を有するアドバイザーや、各種手続き、
調査等を担当する専任職員配置など必要な人員を配置するほか、講座・教室等ごとに、その所属員
の中から選任される知的財産担当者の配置についても検討する。 
(1) 知的財産の発掘等 
学内向けに知的財産に係る知識の普及啓発に取り組むほか、学内の知的財産に係る研究進捗状況

の把握、関連研究データ取得に関する助言、各種相談対応業務。 
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(2) 特許権等の管理・活用に係る手続き等 
職務発明の認定・承継、権利化、技術移転等に係る情報収集や手続き、助成申請業務。知的財産

の案件ごとの活用計画の策定。学内の知的財産に関する情報発信。 
(3) 権利保護等 
発明者等の権利保護、知的財産の争訟などに係る業務。 

(1) 利益相反について 
知的財産に関連する研究活動に関しては、関係企業から得られる利益などと大学職員としての責

務とが相反するおそれがあることから、その調整の基準となる「利益相反ポリシー」及び関係諸規
程の策定について更に検討を進めるものとする。 
(2) 知財教育の推進 
知的財産についての基本的な知識を有する職業人、研究者を育成するため、学生や地域医療従事

者に対する知財教育を充実することとする。 
(3) 本学卒業生等に対する支援 
専門家が少ないなど医療分野に関する知的財産権の特殊性や大学の使命等から、特許相談や知財

知識の啓発、共同研究などを通じて、知的財産面における本学卒業生や本学関連病院との連携強化
を図るものとする。 
(4) 年次報告 
学長は、本学における知的財産やその活用状況について、年次報告書を作成し、公表するものと

する。 
(5) ポリシーの見直し 
知的財産の管理・活用を巡る状況の変化に応じ、本ポリシーについても、必要に応じた積極的な

見直しを図るものとする。 
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● 札幌医科大学教職員の勤務発明等に関する規程 

● 札幌医科大学知的財産活用委員会規程 

● 札幌医科大学教職員に係る大学有特許権等の実施許諾及び処分要領 

● 札幌医科大学教職員に係る勤務発明等に係る収入配分要領 

● 札幌医科大学発明審査会規程 

● 札幌医科大学研究成果有体物取扱規程 

 

● 札幌医科大学附属産学・地域連携センター運営 規程 

● 札幌医科大学寄附講座・研究部門設置規程 

● 札幌医科大学における寄附講座等に関する規程 

● 札幌医科大学特設講座設置規程 

● 北海道公立大学法人札幌医科大学利益相反管理規程 

● 札幌医科大学における競争的資金等の使用に関する不正防止プログラム 

 

● 札幌医科大学共同研究取扱 規程 

● 札幌医科大学受託研究等取扱 規程 

 

 

● 北海道公立大学法人札幌医科大学寄附金規程 

 

● 札幌医科大学遺伝子組換え実験の安全確保に関する要綱  

● 札幌医科大学ヒトゲノム・遺伝子解析研究規程  

● 札幌医科大学ヒトゲノム・遺伝子解析研究審査委員会規程  
 
 




